
1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3. 委託先の公益法人の名称

4. 委託実績額 200,957 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 87,038 千円

(2) 18,269 千円

(3)

千円

千円

0 千円

105,307 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

千円

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

設備備品費 ｾｲｺｰ･ｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞｰ㈱ 他 20,517 千円

㈱池田理化 他 70,829 千円

千円

91,346 千円

7. その他

4,304 千円

4,304 千円

8. 再委託の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

金額

金額

(1)以外の支出

合計

消費税相当額

合計

内容

委託費支出明細書

金額

(1)原子力艦寄港地周辺環境の放射能水準の調査を行い、原子力
艦寄港地周辺住民等の健康と安全を守ることを目的とする。
(2)環境放射能に係る情報を収集、入力及び提供し、環境試料中
の放射性物質が放出する放射線及び空間放射線による被ばく線
量の把握に資する。

平成21年度放射能測定調査委託事業
「放射能測定調査」

A　原子力艦放射能調査
(1)原子力艦寄港地周辺で採取される環境試料の放射能分析及び
積算線量測定
(2)原子力艦寄港地における放射能調査
(3)モニタリングポスト放射線測定システム等の稼動確認
(4)原子力艦放射能調査モニタリングデータベースシステムの維
持・管理
(5)海上保安庁、県・市職員の現地調査班員等を対象とする技術
研修
B　環境放射線データ収集管理
(1)収集
(2)入力
(3)提供

人件費

一般管理費

財団法人日本分析センター

金額支出内容

その他の管理費

合計

合計

内容

支出内容

合計

業務実施費



1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3. 委託先の公益法人の名称

4. 委託実績額 475,573 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 202,767 千円

(2) 44,410 千円

(3)

千円

0 千円

247,177 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

設備備品費 ㈱協立製作所　他 33,589 千円

㈱マツ・コウケン　他 184,790 千円

千円

218,379 千円

7. その他

10,018 千円

10,018 千円

8. 再委託の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

金額支出内容

その他の管理費

合計

合計

合計

消費税相当額

合計

内容

支出内容

合計

業務実施費

金額

(1)以外の支出

金額

委託費支出明細書

金額

（1）放射能分析確認調査
　原子力施設立地道府県(以下「立地県」という。）及び立地県以外
の県(以下「隣接県」という。)の放射能分析に関する精度管理の一
環として、立地県及び隣接県と同一の環境試料等の放射能分析・測
定を行い、立地県における環境放射線モニタリング結果及び隣接県
における環境放射能分析・測定結果の信頼性を確認する。また、立
地県及び隣接県と同一の標準試料の放射能分析・測定を行い、その
結果を相互に比較・検討する。結果が一致しない場合は原因を調査
し検討する。
（2）環境放射線データの収集管理
　国民の環境放射能への理解増進を図るため、立地県が放射線監視
等交付金により行った放射線監視事業による結果及び都道府県が国
からの委託により行った環境放射能水準調査事業による結果を収集
し、国が指定するデータベースにより管理する。

平成21年度エネルギー対策特別会計委託事業
「放射能分析確認調査」

 (1)　放射能分析確認調査
　① 放射性核種分析(立地県・隣接県)、元素分析(立地県)
　② 積算線量測定(立地県)
　③ 連続モニタによる環境ガンマ線量率測定(立地県・隣接県)
 (2)環境放射線データ収集管理等
　① 収集
　② 入力、図表の作成及び管理

人件費

一般管理費

内容

財団法人日本分析センター



1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3. 委託先の公益法人の名称

4. 委託実績額 392,145 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 185,905 千円

(2) 36,619 千円

(3)

千円

0 千円

222,524 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

設備備品費 MEASURE WORKS㈱　他 33,069 千円

東京高圧山崎㈱　他 127,392 千円

千円

160,461 千円

7. その他

9,159 千円

9,159 千円

8. 再委託の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

委託費支出明細書

金額

　47都道府県及び財団法人日本分析センターが採取した環境試料に
ついて、放射能分析を実施し、我が国の環境放射能の水準を把握す
る。その結果のうち原子力施設立地道府県の結果については、文部
科学省が実施する放射線監視等交付金事業による結果と比較・検討
するものとする。

平成21年度エネルギー対策特別会計委託事業
「環境放射能水準調査(放射能分析)」

（1）環境試料の放射能分析
（2）大気中の放射性希ガス濃度測定
（3）放射線監視等交付金事業による結果との比較・検討

人件費

一般管理費

内容

財団法人日本分析センター

業務実施費

金額

(1)以外の支出

金額

合計

消費税相当額

合計

内容

支出内容

合計

金額支出内容

その他の管理費

合計

合計



1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3. 委託先の公益法人の名称

4. 委託実績額 62,485 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 20,269 千円

(2) 5,680 千円

(3)

千円

0 千円

25,949 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

設備備品費 ｷｬﾝﾍﾞﾗｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 13,281 千円

MHI原子力ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱　他 22,253 千円

千円

35,534 千円

7. その他

1,001 千円

1,001 千円

8. 再委託の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

金額支出内容

その他の管理費

合計

合計

合計

消費税相当額

合計

内容

支出内容

合計

業務実施費

金額

(1)以外の支出

金額

委託費支出明細書

金額

(1)環境放射線モニタリング等を行っている47都道府県の実務担当者
を対象に、実習に重きをおいた研修を実施し、各都道府県における
環境放射能分析・測定に係る技術水準を向上させることを目的とす
る。
(2)環境放射能分析研修コース用テキストを、より理解しやすく、よ
り現状の分析・測定技術に則すよう、適宜、改訂する。また、視聴
覚教材である「コンピュータ支援教育ソフトウェア」を整備し、分
析・測定手順等を動画等によりわかりやすく説明し、実習での理解
度をより深めることを目的とする。

平成21年度エネルギー対策特別会計委託事業
「環境放射能分析研修」

(1)環境放射能分析の研修
　①環境放射線モニタリング等を実施する各都道府県の実務担当者
を対象とした、入門、基礎及び専門の13種14コースの研修実施
(2)教材の作成
　①研修用テキストの適宜改訂
　②視聴覚教材である「コンピュータ支援教育ソフトウェア」の作
成

人件費

一般管理費

内容

財団法人日本分析センター



1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3. 委託先の公益法人の名称

4. 委託実績額 4,520 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 3,774 千円

(2) 411 千円

(3)

千円

千円

0 千円

4,185 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

千円

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

業務実施費 東京高圧山崎㈱ 148 千円

千円

千円

148 千円

7. その他

187 千円

187 千円

8. 再委託の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

支出内容

合計

金額支出内容

その他の管理費

合計

合計

内容

委託費支出明細書

金額

北朝鮮の地下核実験実施発表に伴い放射能調査を実施する。

平成21年度放射能測定調査委託事業
「北朝鮮の地下核実験実施発表に対する放射能影響調査」

A　放射能分析・測定
(1)防衛省が採取する大気浮遊じんに係る調査
(2)日本分析センターにおける降下物等の調査
B　文部科学省への派遣
(1)モニタリング結果の収集及び技術支援

人件費

一般管理費

財団法人日本分析センター

金額

金額

(1)以外の支出

合計

消費税相当額

合計

内容



国からの補助金等全体の金額     １,１３８,２２０千円 
 
年間収入に対する割合               ６１％ 
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